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【資料１】



日 程 

  13：30 開会           司会 郷 孝幸 強化拡大局長 

  13：30～13：35  本部あいさつ   木村ひとみ 副委員長 

  13：35～13：55  全体会議 

本部提起 

 競合単組対策の考え方   比田井 修 強化拡大局長 

   13：55～14：05  移動・ブレイクアウトルーム準備 

  14：05～16：00 分科会 

  16：00 閉会
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分 科 会 

 

 １．討論の進め方 

   進行は本部役員が行います。討論の進め方は、単組からの参加者は事前に報告いただ

いた実態共有アンケートに基づき、 

   ①競合単組との差別化 

    ・自治労単組（自単組）の活動の内容・特徴、相手単組の活動の内容・特徴 

    ・自治労単組に加入することのメリット、相手単組に加入することのデメリット 

   ②新採組織化の悩み 

    ・真っ向から新規採用者の取り合いをしているか、いわゆる棲み分けをしているか 

    ・取り合いの場合、どのような新規採用者対策をとっているか 

    ・棲み分けの場合、相手とどのような協議を行っているか。その際、自単組が有利

になるような配分の変更を持ちかけられるか 

   ③未加入者対策 

    ・未加入者へのアプローチは行っているか、行っている場合はどのような内容か 

    ・相手単組は未加入者へどのような対応を取っているか 

   ④組合員への情報発信 

    ・どのような媒体を使って組合員に情報発信しているか、ＳＮＳの活用はあるか 

    ・相手単組はどのような方法で情報発信しているか 

    ・未加入者に対して情報発信を行っているか、行っている場合はその方法 

   ⑤その他 

    ・本部への要望等 

  などのテーマに沿って意見交換してください。 

 分科会報告や全体まとめは行わないため、終了時間（16時）になったら分科会ごとに

終了してください。 

 記録は書記・オルグが行い、討論で交わされた主な意見をまとめたものを後日発信し

ます。 

  

２．担当者 

   分科会① こちらが多数組合 

      役員  外山強化拡大局長 

      記録  松村書記 

 

   分科会② 勢力が拮抗している 

      役員  比田井強化拡大局長 

      記録  槌田オルグ 
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   分科会③ こちらが少数組合 

      役員  郷強化拡大局長 

      記録  多田書記 

        

   分科会④ 非組合員が大多数 

      役員  石井総合組織局長 

      記録  八幡書記 
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＜参考資料＞ 

 

旧全官公自治労連 全労連・自治労連 全労連・医労連等の組織実態 

 

全国自治団体労働組合連合（旧全官公自治労連）2,541人 

 旧全官公自治労連は、連合発足前に存在していたナショナルセンター「同盟」に加盟す

る組織でしたが、現在は連合に加盟しています。なお、全官公という組織は公務労協が発

足した 2003 年 10 月に解散しており、全労連自治労連と区別するため、便宜的に旧全官

公自治労連とよんでいます。 

 自治労との競合関係は、ともに連合に加盟しているため、大きな路線的な対立状況にあ

りませんが、組織対抗上、新規採用職員における組織化が課題となっています。青森県、

東京都、千葉県、山口県、長崎県、宮崎県、熊本県、沖縄県などの一部の拠点市で組織を

維持しています。 

 また、地域によっては、労使関係や首長選挙の対応で対立してきた経緯もあり、中央・

単組レベルともに組織統合を進めることは容易でない状況です。 

 

全国労働組合総連合（全労連）・日本自治体労働組合総連合（自治労連）11.5万人 

 全労連・自治労連は、連合結成の際、共産党を支持する執行部が運営する県本部・単組

を率いて、1989 年に自治労から分裂した組織です。「政党支持の自由」としていますが、

各種選挙では、共産党公認・推薦候補を支援するなど、随所に共産党の影響を強く受けて

います。 

 自治労分裂当時は約 26万人の組合員でしたが、現在は 11.5万人まで縮小しています。

また、自治労連単組の全く存在しない地域に、個人加盟を中心とした「自治体一般労組」

を設け、全県に自治労連組織が存在するとしていますが、実際の地方組織は 27県程度に

止まっています。 

 競合状況を抱える単組の情報では、新規採用者や未加入者の加入拡大にむけ、力強さは

見られないこと、自治労との対抗上、組合費を引き下げ、動員も配置しない、「楽で安い」

組合活動をＰＲしていることなど、担い手の高齢化や後継者不足により、存在が希薄にな

りつつあるとの報告もあります。 

 

全国労働組合総連合（全労連）・日本医療労働組合連合会（医労連）14.2万人 

 現在の公立病院を取り巻く状況は、地域医療構想が議論されるとともに、「公立病院

経営強化プラン」が策定され、公立病院の再編統合等の計画が各地で浮上しています。 

 これにより、国立・公立・公的・民間病院を含めた統廃合が進められ、全労連傘下の

医労連、自治労連に加盟する組合が存在する病院との統合で競合問題が発生していま

す。今後も、新たに競合問題が発生する可能性があり警戒が必要となっています。 
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全国労働組合総連合（全労連）・全日本建設交運一般労働組合（建交労）1.7万人 

 全労連・建交労は、1999年に建設一般（旧全日自労）、運輸一般、全動労が合同して

結成されました。愛知県（蒲郡競艇労働組合、全競労常滑競艇労働組合）など、一部の

公営競技職場に競合組織として建交労傘下の組合があります。 
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